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対策なし
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なお、新型インフルエンザの発生の時期や形態についての予測は常に変わり

得与ること、新型インフルエンザ対策については随時最新の科学的与知見を取

り入れ見直す必要があること等から、行動計画等については、定期的任、また、

適時適切に修正を行うこととする。

轟

-
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新型インフルエンザ1本社会全体|二影響を及ぼす :ヽのであり、その対策11おぃ

ては、        国だ|すでなくttL方自治体、医療機関、事業者、個人も
重要な役害1を担つている。

新型インフルエンザ発生前は、昌専〒行動計画等を踏まえ築幕与、出先

機関を含め、新製手■畢井尋■挙0発峯許醸等幕寿事義製率■与井墓■事
‐7●自′ ′ヽ¬‖〒 .ヽ41~頭十 Z HH滋 公産‖曇△毒 :⌒■九玄n2,た掲ド 詩麻
一体となった準備黎経を総合的に推進する。

事轟甲各省庁におい(では、術暑溜褻豪謎銘輿等黎卦目互に連携を図りつ
つ、新型インフルエンザが発生した場合の所管行政分野における発生段階

に応じた具体的な対策幕をあらかじめ決定しておく。

新梨インフルエンザのが発生時に与暮場会は、対策全体の基本●・3な方針

塗 L_
井晏■撃丼築森部■善譲基与警政府一体となって〒基対策を強力に推鷺詳

≠立菫菫簿るとともに、翻 での対策f夢∪窯主体となる地方自治1/1ギ案基

と緊密な連驚を図る,各暮年■幕

新型インフルエンザの発生前は、都遵幕録■尋■■幕‐行動計画等を踏

14-
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まえ、医療の確保,l■民の生活支援等の自らが実施主体となる対策に関し、

それぞれの地域の実情に応じた計画を作成するなど新型インフルエンザの

発生に備えた準備を推進する暮案。

碁碁与毎〒新型インフルエンザの発生時には、国|=‐お|ける1対策1全体|の基

本1的‐な1芳1斜を経ま|えう|つ、|1通‐域|め1状沈i「 1痣tlそ|キ1断 |を 1行|■襄暮本調碑鴨割碍
催与、対策を強力に推進する。

【都道府県】

都道府県は、感染症法に基づく措置の実施主体として、感染症対策の中

心的な役割を担つており、地域医療体制の確保や感染拡大の抑制に関し主

体的な判断と対応が求められる。また、市区町村と緊密な連携を図り、市

区町村における対策実施を支援するとともに、広域での対応が必要な場合

には市区町村間の調整を行う。

【市区町村】

市区町村
―

は、住民に最も近い行政単位であり■礎酵

“

彩副需毎応

等暮詳聾喜件廃募る碁碁与降、地域住民に対するワクチンの接種や、住民

の生活支援、           社会的弱者への支援に関し主体的に対

策を実施することが求められる。対策の実施に当たっては、都道府県や近

浙型インフルエンブ11よ る健康被雷を最ィ1)限11と どめる観点から、医療
機関は、新型インフルエンザの発生前から、地域医療体制の確保のため、

新型インフルエンザ患煮を診療するための院内感染対策や必要となる医療
資器材の確保等の準備を推進することが求められる。また、発生時におい

ても医療提供を確保鮮 するため、新型インフルエンザ のヽ診療体制を含

めた、診療継統計画の策定を進めることが薫要である。

新型インフルエンザの発生晴1二 |ま,                診
療継続計画に基づき善奥得寺、発生状況に応じて、新型インフルエンザに

対する診療体市1を強化し、医療を提供するよう努める。

4111等会機崇率綿勢粋響馴諄事事1業者

新型インフルエンザの発生前は、すべての事業者において、発生時に備

えて、職場における感染予防や事業の継続のための準備を行うことが求め

られる。暴需郵鶏婆峯線尋一墓異提供暮当響編議浮製唯一脹第糧粘纂

については、新型イン

フルエンザの発生時においても最低限の国民生活を維持する観点から、そ

れぞれの社会的使命を果たすことができるよう、事業継続計画の策定拳縫



業長‐●感染跡墓集0奥経などの準備を積極的に行うことが重要である。
新型インフルエンザの発生時に1よ、すがての事業者|よ、職場にお1する盛

染予防策を実施し、景業継綸|■不可欠な重要業議会の重点ltを■うよう努
め、社会機能の維持に関わる事業者は、事業継続計画を実行し、その活動

葬継締するよ う事める ^

″琳

新型インフルエンザの発生前は、国眠幕■日半幾寿碁給幕基半る基幕半

新型インフルiンザやその対策等に関する情報―
纂織を得て、発生時にとるべき行動を理解し、通常のインフルエンザにお

堅 _■.■沈い 1咳エテケット等の個人レベルでの感染予防策を実践する
よう昴める

“
_また、発生壺1■備えて、食料品・生活必需品等の備蓄を資う

二とぬ量ましい。
新型インフルエンザの発生時には、拳発生の状況や実施されている対策

笠量2立≧ての情報を得て、丼碁暮嘉与暮感染拡大を抑えるための個人レ谷

′L【2並策を実施するよう努める9

ル′ メ″オは 不 1夕″ ″ ジんそのX,κ方金
=

本行動計画は二2201_上五旦地亘■.感染拡大を可能な限り抑制し、健康
被害を最小限にとどめる」「2 社会 ,経済活動への影響を最小限にとどめる」
盗達越立登上の2塾墜を実理立益墨塾並な対策について

、「Ω実施体制碁特報畢集」、「②

サーベイランス・情報収集」、「0コ ミュニケーシヨンJ、 Ю感染拡大抑制手

勝ず■牌瞬郵携墓」、「Ω医療」、「⑥ワクチン」、         「Ω社会・

経済機能の維持」の 76・項目会野に分けて立案している。各項目会尋に含まれ

る内容を以下に示す。

① 実施体制暮幕報収纂

新型インフルエンザは、そのウイルスの病原性・感染力等が高い場合、多数

の国民の生命・健康に甚大な被害を及ぼすほか、会喜勢与社会・経済活動の縮

小・停滞を招くことが危4具畢悪されており、国家の危機管理の問題として取り

組む必要がある。このため、                   公衆衛生

部門と危機管理部門墓雀襲群灌擦鶉門が中心となり、金ての部P5が協力する政府

一体一義となつた取組が求められる。

新型インフルエンザの発生前においては、「新型インフルエンザ及び鳥イン

フルエンザに関する関係省庁対策会議」 (以下「関係省庁対策会議」という。)

の枠組みを通じ、事前準備の進捗を確認し、関係省庁における認識の共有を図

るとともに関係省庁間の連携を確保しながら〒政府一体となつた取組を推進す

る。

各省庁は、各大臣等を本部長とする対策本部等を設置し、相互に連携を図り

つつ、行動計画等を実施するために必要な措置を講ずる。また、中央省庁業務

継続計画を作成し、新型インフルエンザの発生時においても各省庁の重要業務

16-

を継続する体制を整える。特にヽ厚生労働省においては、平時より、厚生労lal
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人理を本駆長鱗 る新型インフルエンザ対策推進本童[を申1いとして、新型イン

フ」ンエンブ喜鍛葬疑わ意鷺秘簿 え,2、 対策
～
瞬 を図る。

まム 発生血より

地方申治

体との連携を強化し、発生時に備えた準備を進める。査らl―、幕森守国際機関

や諸外国との情報交換や共同研究などを通じ、国際的な特報収集暮連携の強化

を図る。

新型インフルエンザのが発生時に与暮場会は、政府I体となった対策を強力
に推進まるため、速やかに内閣総理大臣及び全ての国務大臣からなる「新型イ

ンフルエンザ対策本部」(以下 [政府対策本部Jと いう。)を設置する。また、

菫虚対象本m及び蚤雀i対策本部が、医療:l公衆衛生の専瀾的 l案務的見地か
曇 を腱K‐ためヽ噺 禦イ 1́7ルエンブ専門家諮Fn5委員会J(以下 1諮問委

員会1_と いう。)を設置する。本諮問委員会|よ、機勲性を確保するため、少人

数の委彙1二より構成されるものとし、委員11つい
‐
CIよ、平時より設置されてい

る厚焦労働雀新型インフルエンブ専門家会議の委員より選定するよ

さらに、地方自治体や国際社会との緊蜜な連携の下l_与3a守襲幕毒俸碁幕
→轟対策を強力に推進する。

(具体的な初動対処は、別添「新型インフルエンザ発生時等における初動対処

要領」参照 )

ル マんな′)表バカ′/
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政府の実摘依 盤lβ潤路講

■ 1
|〈

10■サ■|^イラ|ンス●情報収集

新型インフルエンザ対策を適時適切に実施するためには、サーベイランスに

より、いずれの段階においても、新型インフルエンザに関する様々な情報を、

国内外から系統的に収集 :分析し判断につなげること、また、サーベイランス

の結果を関係者に迅速かつ定期的に還元することにより、効果的な対策に結び

つけることが重要である。なお、情報を公表する際には、個人情報保護に十分

留意することとする。

未発生期の段階においては、海外での新型インフルエンザの発生をいち早く

察知すること、海外発生期の段階においては、海外での発生状況、ウイルスの

″ 力■薇ミ′を墓し大方
'十

特徴等11ついて速やか1■情報をlX集 1分析して必要な対策を実施するととも1二、

国内での発生をいち早く繋知すること、そして、国内発生早期以降1よ、各・
It域

での発生J大況をIE握し、必要な対策を実施し、その効果を評価することが必要

であり、そのためのサニバイランス体制を確立し、国内■の情報☆違やかに盤

集I分析することが重要であう。

轟

懺 鰍 祓 艦 繹
i燿蓋策 鑽

`■

奎歯1商|な1流1各峡挽|
|"権無議漱I"|■轟か礫議面

=:憮
五1戯●戯奪霧1乙庇議強轟義祟機,議二

,11彙績釜|にお,1る感基1法人の滉量

また、鳥類、豚におけるインフルエンザウイルスのサーベイランスを行い、

これらの動物の間での発生の動向をIE櫂する。

碁与■〒海外で発生した段階から国内の患者数が少ない段階までは暴降、燈

報が限られているため、一国→内4墓導SJヨ略ど始雀擦騨判機製悪碧袋鶏曇喫湯の格撮の毎

-20-
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サーベイランス体制の強

化を図■、_積極的な劇 収集 L分析を行うる。果体的|二 |よ平時のサ7●イラン

丞

||1                  生

灘為:劇‡|     る|ヨi1611

,Iバイランスにより1巴握された流行の開始時期や規模等の情報は、地域に
おける医療提供体制等の確保に活用すユ _主た、奥塑盤塑髭言

'登
ウエル総 亜

型や薬斎1耐性等11関する情報や、死
=者
を含む薫痺者の黙滉l―関する情報|よ、

医療機関にお1■る診療に役立てる
`≧

また、未発生期から通常のインフルエンザ及び新型インフプ匹エンザに関する

研究や検疫等の対策の有効性に関する研究を推進し、研究により得られた科学

的知見を適宜行動計画等に反映させることとする。新型インフルエンザの発生

購に|よ速やかに、新型インフルエンザ迅速診aliキッ:卜の有効性や治療の効果等
に関する調査研究を実施し、その成果を対策の検討の際に活用する。

1酢紺

-22 -23-
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新型インフルエンザ対策を推進するためには、国家の危機管理に関わる重要

な課題という共通の理解の下に、国だけでなく、地方自治体、事業者、個人の

各々が役害1を認識し、十分な情報を基に判断し適切な行動をとることが重要で

ある。そのため、対策の金ての段階、分野において、国、地方自治体、事業者、

新型インフルエンザの発生時に1よ、動

コミユニケ‐ション尋静準提

1  時                                                                                                           

‐
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新型インフルエンザの感染拡大抑制手持暴事事為延紡袋丼策は、流行のビ三

ことにつながる。また、流行のピーク時の規模をできるだけ小さくすることで、

受診患者数を減少させ、入院患者数を最小限にとどめ、医療体需1が対応可能な

範囲内におさめることにつながる。こうした感染拡大抑制策の効果により医療

提供体制を維持し、健康被害を最小限にとどめるとともに、社会・経済機能を

維持することが可能となると期待される。導業業題異組当キ睾嬰井錫調摯義漂鵠

-24- -25‐
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個人レバル、地球 1社会レベルでの複蒙の対策を組み合わせて行うが、感染

拡大i甲鈴1策に1ま、イ回人の行動を11限する蘭や、対策そのものが鮮全 i経済活動

に影響を与える面もあることを踏まえ、対策の効果と影響とを総合的1二勘案し、

新型インフルエンプの病原性 :感染力等|二関する情報や発生然凛の変lLI二豊じ

て,実施する対策を決定する,

実際1■事毎祟鶴串器昌0い等幕守対策を実施する際1二協力が得られるよう)

発生前からFAく凰知する二とも重要である,

新製手■畢井尋姜事の個人レ●ルでの脚 については、与幕導■手洗い、

咳手チクット■暴与善昇等の基本的な感染予防策

―

を実践するよ

う促すとともに、つ裏朧半自らが轟煮となった感染柔尋事務劉ま犠染を広1ずない

よう配慮するといつた基本的■→舎行動の理解侃導感染碁毎接触寺与■碁い

を図る。

財轍鉤蜃

国内での患者委発生与基以降界 は、

卜等の基本的な感染予防策の徹底を呼びかけるとともに、次のような感染接美

勝基対策を実施し、感染拡大をなるべく抑え、流行のビークを遅らせ、流行の

ビークにおける影響をできるだけ小さくすることが重要であ事る。
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■2_0■―感事管患煮数が少ない段階 (発生早期)では、墓与■患者を毎

丼も、新たに接触者を増やさない環境下基異携井で、携年■畢井■■事与

率■
`議
察野稗い妥適切に治療する。キ琴鋼繰異報9率饉難業些～暑染霧善

―
工(患者対策】).∬0医療1参照)

濃勲 触者に対し、

外出自粛を要請すると同時に、必要に応じて抗インフルエンザウイルス薬

の予防投与と健康観察。を行う。これにより、患者からウイルスの曝露を

受けた者が、新たな患者となり、地域内に感染を拡大させる可能性をI■_減

立嵐 _【        接触者対策】■
曇豊金鳳煮数が増llDし た駐階 (国内発生期)で 1よ、患煮l―つt)て は重癒

煮Qと入院とし、その他の患意!よ壼宅療機を業本とする,また、濃星接触
煮全の抗インフ′レエンジウイ_ルス薬の予防投与1よ

"上
する。

2)_一 学校、中 保章難 等では、感染が広がりやすく、

また、このような施設で集回感染が起こった場合、地域流行のきっか11ヰ

心となるュ蛙靭 性がある。そのため、国再発生早期から学校、癖 保育

施設等の臨時休業を実施するとともに、各学校等へ入学試験の延期等を要

請する。4(学校等の対策】■

さらに、発■_墨期から、外喜拳集会の自粛要請等の地域対策や、職場に

お1する感染予防策11よ り不要不幕の事球4嵯瞬緩諸害謬嘉躍諄指蒙群科■

社会的活動における接触の機会を減ら立。与〒鈍銅等報脳許到串■引諜染機

会碁纂少き■る.【(社会対策】■

⑤●医療

医療の提供1ま、健康被置を最J、限にとどめるという目的を達成するよで、不

■競 要素であるpまた、健康棟害を最1)限 11と どめることで、社会 i経済活

動全の権費を最71N限によどめる二とにもつながる9

新型インフルエンザが,大規模にまん延した場合、思者数の人幅な鰭本が予
測され五バ、_病募牲幕呻嘴峨4翡詮壽長率■義絹曇≒嘉課科尋共一→羹誌導響

暮寺暴幕れるが〒地域の医療資源 (医療従事者、病床数等)には制約があるこ

とから、              効率的・効果的に医療を提供できる体

6感
染症法第 44条の 3

-26-
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